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条 例 の あ ら ま し 

○ 名古屋市建築基準法施行条例の一部を改正する条例（第54号） 

 1  改正内容 

  (1) 建築基準法（昭和25年法律第 201号）の一部改正に伴い、規定の整理 

を行います。（第17条関係） 

  (2) 建築基準法の一部改正に伴い、新設された認定制度及び許可制度に係 

る事務の手数料を定めます。（第17条関係） 

 2  施行期日 

公布の日から施行します。 

規 則 の あ ら ま し 

○ 名古屋市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則（第84号） 

1  改正内容 

   建築基準法（昭和25年法律第 201号）の一部改正に伴い、規定の整備を 

行います。（第12条及び第14条関係） 

2  施行期日 

   公布の日から施行します。 
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 名古屋市建築基準法施行条例の一部を改正する条例をここに公布する。 

  平成30年10月 5 日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市条例第54号 

   名古屋市建築基準法施行条例の一部を改正する条例 

 名古屋市建築基準法施行条例（平成12年名古屋市条例第40号）の一部を次の 

ように改正する。 

第17条第10号中「第43条第 1 項ただし書」を「第43条第 2 項第 2 号」に改め、

同号を同条第10号の 2 とし、同条第 9 号の次に次の 1 号を加える。 

(10) 法第43条第 2 項第 1 号の規定に基づく建築の認定の申請に対する審査 

   建築物の敷地と道路との関係の建築認定申請手数料     27,000円 

第17条第34号中「仮設建築物」を「仮設興行場等」に、「仮設建築物建築許 

可申請手数料」を「仮設興行場等建築許可申請手数料」に改め、同号の次に次 

の 1 号を加える。 

(34)の 2  法第85条第 6 項の規定に基づく仮設興行場等の建築の許可の申請 

に対する審査 

    1 年を超えて使用する特別の必要がある仮設興行場等建築許可申請手数 

料                            160,000円 
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   附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 
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 名古屋市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成30年10月 5 日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

名古屋市規則第84号 

   名古屋市建築基準法等施行細則の一部を改正する規則 

 名古屋市建築基準法等施行細則（平成12年名古屋市規則第85号）の一部を次 

のように改正する。 

第12条第 1 項の表の 1 項左欄中「第43条第 1 項ただし書」を「第43条第 2 項 

第 2 号」に改め、同表の 2 項左欄中「若しくは第 5 項」を「、第 5 項若しくは 

第 6 項」に改める。 

第14条第 1 項の表の 1 項左欄中「法第44条第 1 項第 3 号」を「法第43条第 2  

項第 1 号、法第44条第 1 項第 3 号」に改める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 
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名古屋市告示第 565  号 

   土地区画整理に伴う町の区域の設定及び変更 

 地方自治法（昭和22  年法律第67  号）第 260  条第 1  項の規定により、本市緑区

の別図第 1  の区域において、平成30年11  月10日から、次のとおり町の区域の設

定及び変更をすることとしたので、同条第 2  項の規定により告示します。 

  平成30年10  月 1  日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

1   区域を設定する町の名称及びその区域 

(1) 名称 

諸
もろ

の木
き

二
に

丁
ちょう

目
め

(2) 区域 

別図第 2  のとおり 

2   区域を変更する町の名称及びその区域 

(1) 名称 

   水広二丁目及び諸の木三丁目 

 (2) 区域 

 別図第 2 のとおり 

名古屋市市民経済局地域振興部住民課 
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名古屋市告示第 566  号 

   土地区画整理に伴う町の区域の変更 

 地方自治法（昭和22  年法律第67  号）第 260  条第 1  項の規定により、本市緑区

の別図第 1  の区域において、平成30  年11  月10  日から、次のとおり町の区域の変

更をすることとしたので、同条第 2  項の規定により告示します。 

  平成30  年10  月 1  日 

                 名古屋市長  河  村  た か し 

区域を変更する町の名称及びその区域 

 1   名称 

大高台二丁目 

 2   区域 

別図第 2  のとおり 

名古屋市市民経済局地域振興部住民課 
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名古屋市告示第 567号 

   指定障害福祉サービス事業者の指定について 

 障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第 123号）第36条第 1項の規定により、指定障害福祉サービス事業者として、

次のとおり指定しました。 

  平成30年10月 1日 

名古屋市長  河  村  た か し 

事業者（設置者）

の名称及び主たる

事務所の所在地 

事業所（施設）の

名称及び所在地 

サービス等の

種類 

事業所番号 指定年月

日 

特定非営利活動法

人ベルフェア 

名古屋市中村区中

村町 9丁目66番地

就労継続支援Ｂ型

りん 

名古屋市中村区千

成通 4丁目21番地 

就労継続支援

Ｂ型 

2310101155 平成30年

 9月 1日

株式会社ＫＥＩ 

名古屋市港区当知

三丁目 402番地の

 2 

訪問介護事業所あ

いとわ 

名古屋市港区当知

三丁目2210番地 

居宅介護 

重度訪問介護 

2311200824 平成30年

 9月 1日

株式会社フローラ

名古屋市中川区長

良町 5丁目 104番

地の 2 

フローラ 

名古屋市中川区長

良町 5丁目 104番

地の 2 

就労継続支援

Ｂ型 

2311300962 平成30年

 9月 1日

特定非営利活動法

人くらし応援ネッ

トワーク 

イマジン 

名古屋市中川区五

女子一丁目11番21

生活介護 2311301481 平成30年

 9月 1日
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名古屋市熱田区金

山町一丁目 8番13

号 

号― 2 

株式会社ＨＡＰＰ

Ｙ ＴＩＭＥＳ 

名古屋市緑区鹿山

二丁目82番地の 1

はっぴーぷらす 

名古屋市瑞穂区船

原町 3丁目 7番地

の 4 

生活介護 2311400622 平成30年

 9月 1日

株式会社Ｎｏｔｏ

カレッジ 

岐阜県大垣市高屋

町一丁目51番地 

Ｎｏｔｏカレッジ

キャリアセンター

ＮＥＸＴ 

名古屋市中区栄二

丁目 4番12号 

就労移行支援 2316100953 平成30年

 9月 1日

どんぐり合同会社

名古屋市天白区一

本松二丁目 115番

地 

どんぐり 

名古屋市天白区大

坪二丁目1104番地 

居宅介護 

重度訪問介護 

2316401138 平成30年

 9月 1日

株式会社ａｍ． 

名古屋市守山区鳥

神町31番地 

アム居宅介護 

名古屋市守山区鳥

神町31番地 

居宅介護 

重度訪問介護 

2317601587 平成30年

 9月 1日

一般社団法人一藤

会 

名古屋市守山区森

孝一丁目1711番地

くるり 

名古屋市守山区森

孝一丁目1711番地 

生活介護 2317601595 平成30年

 9月 1日

ＬＳＣ株式会社 

名古屋市名東区藤

が丘 120番地の 2

ルクスキャリアセ

ンター 

名古屋市守山区小

幡二丁目 1番 6号 

就労移行支援 2317601603 平成30年

 9月 1日

株式会社たすけび

と 

名古屋市名東区引

訪問介護たすけび

と 

名古屋市名東区引

居宅介護 

重度訪問介護 

2318001183 平成30年

 9月 1日
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山二丁目 406番地 山二丁目 406番地 

特定非営利活動法

人学習障害児・者

の教育と自立の保

障をすすめる会 

名古屋市南区扇田

町32番地の 1 

るっく～あるて（

らぽーる） 

名古屋市南区前浜

通 7丁目32番地 

就労定着支援 2318100191 平成30年

 9月 1日

株式会社はな華 

名古屋市緑区大高

町字一色山28番地

ヘルパーステーシ

ョンはな華 

名古屋市緑区大高

町字一色山31番地

の 3 

居宅介護 

重度訪問介護 

2318501299 平成30年

 9月 1日

株式会社恵 

名古屋市緑区鳴海

町字上汐田12番地

グループホームふ

わふわ 

名古屋市緑区桶狭

間南1412番地 

短期入所 2318501307 平成30年

 9月 1日

一般社団法人エス

ポワール 

福岡県福岡市中央

区天神五丁目 9番

 2号 

エスポワール名古

屋 

名古屋市緑区鳴海

町字下汐田 167番

地の 1 

就労継続支援

Ａ型 

2318501315 平成30年

 9月 1日

合同会社ファース

トステップ 

名古屋市中村区香

取町 2丁目 1番地

の 3 

みんなのいえ則武 

名古屋市中村区則

武二丁目26番19号 

共同生活援助 2320100189 平成30年

 9月 1日

株式会社ふくしＬ

ａｂｏ． 

愛知県北名古屋市

能田村東 9番地 

共同生活援助にじ

の木 

名古屋市港区遠若

町 1丁目76番地の

共同生活援助 2321200129 平成30年

 9月 1日
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 134 

ｓｏｌｉｓ合同会

社 

名古屋市瑞穂区彌

富ケ丘町 1丁目43

番地の 5 

憩の家 

名古屋市天白区八

幡山1219番地 

共同生活援助 2326400138 平成30年

 9月 1日

株式会社ライフケ

アサービス 

名古屋市千種区東

山通 4丁目11番地

の 3 

グループホーム陽

だまり 

名古屋市名東区牧

の里三丁目 501番

地 

共同生活援助 2328000092 平成30年

 9月 1日

一般社団法人和楽

名古屋市南区千竈

通 5丁目 4番地の

 1 

和楽 

名古屋市南区千竈

通 5丁目 4番地の

 1 

共同生活援助 2328100165 平成30年

 9月 1日

アイエルサポート

株式会社 

名古屋市名東区高

社二丁目99番地 

グループホームイ

ーリス名古屋 

名古屋市緑区横吹

町1912番地の 3 

共同生活援助 2328500067 平成30年

 9月 1日

株式会社恵 

名古屋市緑区鳴海

町字上汐田12番地

グループホームふ

わふわ 

名古屋市緑区桶狭

間南1412番地 

共同生活援助 2328500075 平成30年

 9月 1日

名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課 
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名古屋市告示第 568号 

   指定一般相談支援事業者等の指定について 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第 123号）第51条の19第 1項及び第51条の20第 1項並びに児童福祉法（昭和

22年法律第 164号）第24条の28第 1項の規定により、指定一般相談支援事業者、

指定特定相談支援事業者及び指定障害児相談支援事業者として、次のとおり指

定しました。 

  平成30年10月 1日 

名古屋市長  河  村  た か し 

事業者（設置者）

の名称及び主たる

事務所の所在地 

事業所（施設）の

名称及び所在地 

サービス等の

種類 

事業所番号 指定年月

日 

一般社団法人ＨＡ

ＰＰＩＬＹ 

名古屋市熱田区尾

頭町 2番 2号 

相談支援センター

はぴり 

名古屋市中区富士

見町13番19号 

一般相談支援 

特定相談支援 

2336100082 平成30年

9月 1日

障害児相談支

援 

2376100083 

名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課 
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名古屋市告示第 569号 

   指定障害福祉サービス事業の廃止について 

障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成17年法

律第 123号）第46条第 2項の規定により、指定障害福祉サービス事業者から、

次のとおり廃止の届出がありました。 

  平成30年10月 1日 

名古屋市長  河  村  た か し 

事業者（設置者）

の名称及び主たる

事務所の所在地 

事業所（施設）の

名称及び所在地 

サービス等の

種類 

事業所番号 廃止年月

日 

株式会社一福 

名古屋市千種区萱

場二丁目 7番13号

ヘルパーステーシ

ョンふくろう 

名古屋市守山区町

南 1番 1号 

同行援護 2317300792 平成30年

8月 9日

どんぐり合同会社

名古屋市天白区一

本松二丁目 115番

地 

みんなごやん 

名古屋市熱田区六

番二丁目 7番 8号 

居宅介護 

重度訪問介護 

2311100446 平成30年

8月31日

株式会社リバーサ

イド 

名古屋市南区豊三

丁目 3番 1号 

天使の家一番 

名古屋市熱田区一

番三丁目 3番 4号 

短期入所 2311100529 平成30年

8月31日

株式会社エム・ジ

ェイホーム 

滋賀県長浜市八幡

スマイルプラス名

古屋伏見センター 

名古屋市中区栄二

就労移行支援 2316100862 平成30年

8月31日
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東町96番地 1 丁目 4番12号 

株式会社ナチュラ

ルサービス 

名古屋市瑞穂区新

開町23番 4号 

ナチュラルケアサ

ービス名東 

名古屋市名東区引

山二丁目 406番地 

居宅介護 

重度訪問介護 

2318000631 平成30年

8月31日

南医療生活協同組

合 

名古屋市緑区南大

高二丁目 204番地

南生協よってって

横丁ヘルパーステ

ーションよってっ

て 

名古屋市緑区南大

高二丁目 701番地 

同行援護 2318501042 平成30年

8月31日

株式会社ＴＥＡＭ．

Ｇ 

福岡県福岡市博多

区吉塚八丁目 8番

 6号 

ＤＲＥＡＭＰＡＲ

Ｋ名古屋 

名古屋市緑区鳴海

町字下汐田 167番

地の 1 

就労継続支援

Ａ型 

2318501190 平成30年

8月31日

名古屋市健康福祉局障害福祉部障害者支援課 
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名古屋市告示第 570号 

名古屋市国民健康保険被保険者証の更新について 

国民健康保険法施行規則 (昭和33年厚生省令第53号) 第 7条の 2第 1項及び 

名古屋市国民健康保険条例施行細則（昭和36年名古屋市規則第16号）第25条の

規定により、平成30年10月31日までに被保険者証を更新します。 

平成30年10月 1日 

名古屋市長  河  村  た か し  

                名古屋市健康福祉局生活福祉部保険年金課 
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名古屋市告示第 571  号 

   特定計量器の定期検査に係る手数料の収納事務の委託 

 計量法（平成 4  年法律第51 号）第20 条第 1 項の規定により指定定期検査機関

が行う特定計量器の定期検査に係る手数料の収納事務を、地方自治法施行令 

（昭和22年政令第16号）第 158  条第 1 項の規定により、次のとおり委託しまし

たので、同条第 2  項の規定により告示します。 

平成30年10月 1 日 

名古屋市長  河  村  た か し  

1  受託者 

  名古屋市中村区則武一丁目 9 番 9 号 

  一般社団法人 愛知県計量連合会 

  会長 神田 廣一 

2  委託期間 

  平成30年10月 1 日から同年12 月28日まで 

                名古屋市市民経済局市民生活部消費流通課 
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名古屋市告示第5 7 2号 

      道路に関する告示 

  道路法（昭和27年法律第1 8 0号）第18条の規定に基づき、次のように道路の 

区域を変更し、平成30年10月 1 日から供用を開始します。 

  その関係図面は、名古屋市緑政土木局路政部道路利活用課において告示の日 

から 2 週間、一般の縦覧に供します。 

    平成30年10月 1 日 

                                  名古屋市長    河  村    た か し 

1  道路の区域変更及び供用開始 

道路

の 

種類

整理

符号

   路  線  名 

          道      路      の      区      域 

摘  要
    区              間 

変更 

の前 

後別 

延  長 

キロメートル 

幅  員 

メ ー ト ル

市道

A 

志段味水野線第 1

号 

名古屋市守山区大字上志段 

味字東谷2085番の 1 地先か 

ら 

名古屋市守山区大字上志段 

味字東谷2085番の 1 地先ま 

で 

前 0.104 
5.00 

～ 16.80 

第 1

附 図

 後 0.104 
5.00 

～ 21.60 

B 

名古屋市守山区大字上志段 

味字東谷2097番の25地先か 

ら 

名古屋市守山区大字上志段 

味字東谷2097番の25地先ま 

で 

前 0.052 
3.70 

～ 16.00 

 後 0.052 
3.70 

～ 17.60 

C 

名古屋市守山区大字上志段 

味字東谷2085番の 1 地先か 

ら 

名古屋市守山区大字上志段 

味字東谷2085番の 1 地先ま 

で 

前 0.046 16.00  

 後 0.046 
16.00 

～ 20.30 

A 荒子西部第30号線

名古屋市中川区荒子四丁目 

2 7 4番地先から 

名古屋市中川区荒子四丁目 

2 7 5番地先まで 

前 0.059 平均  2.25 
第 2

附 図

 後 0.059 
6.29 

～  7.00 
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2  道路の供用開始 

道路

の

種類

整理

番号

   路  線  名           区                              間 摘  要

市道

1 
志段味水野線第 1

号 

名古屋市守山区大字上志段味字東谷2085番の 1 地先から 

名古屋市守山区大字上志段味字東谷2085番の 1 地先まで 

第 1 

附 図

一部供用開始せず

 1 楠一丁目第 3 号線

名古屋市北区楠一丁目1309番の 6 地先から 

名古屋市北区楠一丁目1309番の 9 地先まで 

第 3

附 図

名古屋市緑政土木局路政部道路利活用課 
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第 2附図

区域変更により道路の区域

とし供用開始する部分
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1

一 般 国 道 302 号

新 地 蔵 川

高 速 自 動 車 国 近 畿 自 動 車 道 名 古 屋 関 線

東 海 交 通 事 業

道

文

西味鋺

小学校

凡 例

第 3附図

道路の供用を開始する部分
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名古屋市告示第 573号 

   自転車等放置禁止区域の変更 

名古屋市自転車等の放置の防止に関する条例（昭和63年名古屋市条例第40号） 

第 9条第 4項の規定により、自転車等放置禁止区域を次のとおり変更します。 

  平成30年10月01日 

名古屋市長  河  村  た か し  

自転車等放置禁止区域の変更 

変更年月日 名称 位置 区域 

平成30年11月 1日 伏屋自転車等放 

置禁止区域 

中川区助光一丁目、伏屋

二丁目、伏屋三丁目及び

伏屋四丁目 

別図のと 

おり 

                 名古屋市緑政土木局路政部自転車利用課 
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別図 伏屋自転車等放置禁止区域 

凡 例 

※有料自転車駐車場は放置禁止区域から除く。 

有料自転車駐車場 

自転車等放置禁止区域（既設） 

自転車等放置禁止区域（拡大） 

28



名古屋市告示第 574号 

   都市景観重要建築物等の指定解除について 

 名古屋市都市景観条例（昭和59年名古屋市条例第17号）第24条第 4項の規定

により、次の建築物について都市景観重要建築物等の指定を解除しました。 

平成30年10月 3日 

名古屋市長  河  村  た か し  

1 名称 

  料亭 稲本 

2 所在地 

  名古屋市中村区日吉町22番地の 2外 

 名古屋市観光文化交流局文化歴史まちづくり部歴史まちづくり推進室 
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名古屋市告示第 575号 

   有料公園施設等の供用時間の変更について 

 名古屋市都市公園条例施行細則（昭和34名古屋市規則第14号）第 6条第 2項

の規定により、次のとおり有料公園施設等の供用時間を変更します。 

  平成30年10月 4日 

名古屋市長  河  村  た か し  

1  有料公園施設等の名称 

駐車場（久屋大通公園） 

2  変更内容 

(1) 平成30年10月20日及び同月21日を供用しない日に変更する。 

(2) 平成30年10月19日及び同月22日について、次のとおり供用時間を変更す 

る。 

供用時間を変更する日 変更後の供用時間 

平成30年10月19日 

午前 0時から午後 3時まで (普通自動車、自 

動二輪車及び原動機付自転車にあっては、午 

前 7時から午後 3時まで) 。ただし、入出庫 

の取扱い時間は、午前 7時から午後 3時まで 

とする。 

平成30年10月22日 

正午から午後12時まで (普通自動車、自動二 

輪車及び原動機付自転車にあっては、正午か 

ら午後10時30分まで) 。ただし、入出庫の取 

扱い時間は、正午から午後10時30分までとす

る。 

名古屋市緑政土木局緑地部緑地管理課 
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名古屋市告示第 576号 

   有料公園施設等の供用時間の変更について 

 名古屋市都市公園条例施行細則（昭和34年名古屋市規則第14号）第 6条第 2

項の規定により、次のとおり有料公園施設等の供用時間を変更します。 

  平成30年10月 4日 

名古屋市長  河  村  た か し  

1  有料公園施設等の名称 

駐車場（久屋大通公園） 

2  供用時間を変更する日及び変更後の供用時間 

供用時間を変更す

る日 
変更後の供用時間 

平成30年10月13日 

午前 0時から午前 8時まで（普通自動車、自動二 

輪車及び原動機付自転車にあっては供用しない）。

ただし、入庫は取り扱わず、出庫の取扱い時間は、

午前 7時から午前 8時までとする。 

平成30年10月14日 

午後 9時から午後12時まで（普通自動車、自動二 

輪車及び原動機付自転車にあっては、午後 9時か 

ら午後10時30分まで）。ただし、入出庫の取扱い 

時間は、午後 9時から午後10時30分までとする。 

名古屋市緑政土木局緑地部緑地管理課 
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名古屋市告示第 577号 

名古屋市農業センター駐車場の有料期間 

 名古屋市農業センター条例施行細則（昭和40年名古屋市規則第33号）第 4条

の規定により、名古屋市農業センターの駐車場を利用しようとする者が使用料

を納付しなければならない期間として市長が指定する期間は、次のとおりとし

ます。 

平成30年10月 5日 

               名古屋市長  河   村   た か し 

使用料を納付しなければならない期間 

  平成30年11月 3日及び同月 4日 

                    名古屋市緑政土木局農業センター 
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名古屋市告示第 578号 

市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例に基づく形 

質変更時届出管理区域の指定の解除について 

市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例（平成15年名古屋市条

例第15号）第58条の 8第 2項の規定に基づき、形質変更時届出管理区域の指定

を次のとおり解除します。 

平成30年10月 5日 

名古屋市長  河  村  た か し 

1 指定を解除する区域 

平成29年名古屋市告示第 587号により指定した区域の一部（詳細は、別紙

のとおり） 

2 指定する事由がなくなった特定有害物質の種類 

    砒
ひ

素及びその化合物（土壌溶出量基準） 

3 当該形質変更時届出管理区域において講じられた汚染の除去等の措置 

土壌汚染の除去（基準不適合土壌の掘削による除去） 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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名古屋市告示第 579号 

市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例に基づく形 

質変更時届出管理区域の指定について 

 市民の健康と安全を確保する環境の保全に関する条例（平成15年名古屋市条 

例第15号）第58条の 8第 1項の規定に基づき、特定有害物質によって汚染され 

ており、土地の形質の変更をしようとするときの届出をしなければならない区 

域を指定します。 

  平成30年10月 5日 

名古屋市長  河  村  た か し 

 1 指定する区域 

名古屋市守山区瀬古一丁目14番の一部、15番の一部、16番の一部、17番の

一部、20番の一部、 114番 3の一部、 264番の一部及び 265番の一部（詳

細は、別紙のとおり） 

2 土壌溶出量基準に適合していない特定有害物質の種類 

砒
ひ

素及びその化合物 

名古屋市環境局地域環境対策部地域環境対策課 
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：調査対象地 ：筆の境界

凡例

：形質変更時届出管理区域（砒素及びその化合物（土壌溶出量基準不適合））

別紙

守山区瀬古一丁目

264番 265番

16番

20番

114番 3

Ｎ

17番

15番

14番

ひ

Ｘ座標： -87613.2607、Ｙ座標： -21395.3870
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名古屋市告示第 580号 

   境川・猿渡川流域水害対策計画の変更について 

猿渡川水系河川整備計画の変更に伴い境川・猿渡川流域水害対策計画の変更

が生じたので、特定都市河川浸水被害対策法施行規則（平成16年国土交通省令

第64号）第 2条の規定により、次のとおり告示する。 

  平成30年10月 5日 

               名 古 屋 市 長  河 村 たかし  

名古屋市上下水道局長  宮 村 喜 明  

 1 境川・猿渡川流域水害対策計画の変更内容 

二級河川猿渡川水系猿渡川の河道改修工事施工区間の延伸（ 6ｋ 200～ 

 7ｋ 700） 

 2 変更が生じた年月日 

 平成30年10月 5日 

名古屋市緑政土木局河川部河川計画課 

名古屋市上下水道局計画部下水道計画課 
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名古屋市教育委員会告示第18号 

教育委員会臨時会の開催について 

平成30年10月 4日午後 3時00分教育委員会室において教育委員会臨時会を開

催し次の議件を付議します。 

平成30年10月 1日 

名古屋市教育委員会教育長  杉 﨑 正 美 

 教育長職務代理者の指名について 

 教職員の懲戒処分について 

名古屋市教育委員会事務局総務部総務課 
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名古屋市交通局告示第１６号 

   乗合自動車の停留所の名称変更について 

本市乗合自動車の停留所の名称変更を次のとおり実施します。 

平成３０年１０月３日 

名古屋市交通局長 光 田 清 美  

１ 名称変更停留所 

現 行 変 更 後 

藤田保健衛生大学病院 藤 田
ふ じ た

医 科
い か

大 学
だ い が く

病 院
びょういん

２ 実施時期 

平成３０年１０月１０日 

名古屋市交通局営業本部自動車部管理課 
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   大規模小売店舗立地法による大規模小売店舗の変更の届出の公告 

 大規模小売店舗立地法（平成10年法律第91号）第 6条第 2項の規定により大

規模小売店舗の変更の届出がなされましたので、同条第 3項において準用する

同法第 5条第 3項の規定により次のとおり公告します。 

  平成30年10月 3日 

                 名古屋市長  河  村  た か し

 1 大規模小売店舗の名称及び所在地 

  ブラザー港ＳＣビル 

  名古屋市港区港明一丁目10番28号 

 2 変更しようとする事項 

 (1) 大規模小売店舗において小売業を行う者の開店時刻及び閉店時刻 

開店時刻 閉店時刻 

変更前 変更後 変更前 変更後 

午前 9時00分 午前 8時00分 午前 2時00分 変更なし 

 (2) 来客が駐車場を利用することができる時間帯 

駐車場 変更前 変更後 

建物 3階駐車場①― 1 午前 8時30分から 
午前 2時30分まで 

午前 7時30分から 
午前 2時30分まで 建物 4階駐車場①― 2 

建物屋上階駐車場①― 3 

建物西側平面駐車場①― 4 

建物南側平面駐車場①― 5 

 3 変更の日 

  平成30年10月25日 

 4 変更しようとする理由 

  来店客の利便性向上のため 
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 5 届出の日 

  平成30年 9月19日 

 6 届出書等の縦覧場所 

  名古屋市市民経済局産業部地域商業課（名古屋市役所本庁舎 5階） 

   港区役所情報コーナー及び熱田区役所情報コーナー 

 7 届出書等の縦覧期間及び縦覧のできる時間帯 

平成30年10月 3日から平成31年 2月 4日まで。ただし、名古屋市の休日を

定める条例（平成 3年名古屋市条例第36号）第 2条第 1項に規定する本市の

休日を除きます。 

  午前 8時45分から午後 5時00分まで 

 8 大規模小売店舗立地法第 8条第 2項の規定に基づき、この大規模小売店舗

を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のために配慮すべき事項に

ついて意見を有する者は、この公告の日から 4月以内に、名古屋市に対し意

見書の提出によりこれを述べることができます。 

 9 意見書の提出期限及び提出先 

  平成31年 2月 4日  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 

                  名古屋市市民経済局産業部地域商業課 
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教育委員会の人事異動 

野田敦敬委員は、平成30年 9月30日退任した。 

西淵茂男委員は、平成30年10月 1日委員に任命された。 

船津静代委員は、平成30年10月 1日教育長の職務を代理する者として指

名された。 
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職員の懲戒処分 

地方公務員法（昭和25年法律第 261号）の規定により、次の者を平成30年10

月 4日懲戒処分に付した。 

 平成30年10月 4日 

名古屋市上下水道局長 宮村 喜明 

所属及び補職名 処分の内容 処分理由 

上下水道局技師 停職 6月 地方公務員法第29条第 1項第 1号及び第 3号 
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職員の懲戒処分 

 地方公務員法（昭和25年法律第 261号）の規定により、次の者を平成30年10

月 5日懲戒処分に付した。 

平成30年10月 5日 

名古屋市教育委員会 

所属及び補職名 処分の内容 処分理由 

市立学校教諭 懲戒免職 
地方公務員法第29条第 1項第 1号 

及び第 3号 

市立学校校長 戒告 
地方公務員法第29条第 1項第 1号 

及び第 2号 
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